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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期

第３四半期
連結累計期間

第52期
第３四半期
連結累計期間

第51期

会計期間
自平成27年10月１日
至平成28年６月30日

自平成28年10月１日
至平成29年６月30日

自平成27年10月１日
至平成28年９月30日

売上高 （千円） 3,172,890 2,889,220 4,054,656

経常利益 （千円） 328,424 207,634 429,595

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 211,229 136,361 285,138

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 195,782 133,465 273,166

純資産額 （千円） 1,639,468 2,281,991 1,716,853

総資産額 （千円） 2,771,914 3,391,045 2,885,694

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 208.11 97.42 280.92

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 59.1 67.3 59.5

 

回次
第51期

第３四半期
連結会計期間

第52期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） 50.46 △1.83

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．当社は、平成28年５月31日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定し

ております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国の新政権誕生や新興国経済の減速、地政学的リスク

等、海外情勢の影響により先行き不透明感が増しているものの、雇用・所得環境の改善を背景に個人消費が底堅

く推移するなど、緩やかな回復基調が継続しました。

　建設業界においては、民間設備投資が良好な企業収益を背景に堅調さを維持し、公共投資についても安定的に

推移しております。また、東京五輪の開催に向けた動きが活性化するなど、地合いは良好になりつつあります。

　このような状況の下で、当社グループは、継続的な成長基盤を強化するため、営業エリア拡大に向けた体制の

整備を進め、継続的な収益が見込める案件の受注に注力してまいりました。また、ステークホルダーへの更なる

利益還元のため、労働環境を改善し、業務をより効率化することで、事業の収益性の向上に努めてまいりまし

た。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は2,889,220千円（前年同期比8.9％減）、営業利益は180,282

千円（前年同期比44.1％減）、経常利益は207,634千円（前年同期比36.8％減）、親会社株主に帰属する四半期純

利益は136,361千円（前年同期比35.4％減）となりました。

　なお、当社グループは造園緑化事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて505,350千円増加し、3,391,045千円

となりました。これは主に販売用不動産が70,655千円、流動資産のその他が80,866千円減少したものの、現金及び

預金が512,405千円、投資有価証券が76,399千円、投資その他の資産のその他が54,722千円増加したことによるも

のであります。

 

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べて59,787千円減少し、1,109,053千円と

なりました。これは主に流動負債のその他が46,325千円増加したものの、未払法人税等が56,221千円、賞与引当金

が21,422千円、長期借入金が30,060千円減少したことによるものであります。

 

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて565,138千円増加し、2,281,991千円

となりました。これは主に公募増資及び第三者割当増資により資本金及び資本剰余金がそれぞれ231,067千円増加

したことによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,451,800 1,451,800
名古屋証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は100株

であります。

計 1,451,800 1,451,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 1,451,800 － 292,167 － 233,465

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,451,300 14,513 －

単元未満株式 普通株式　　　　500 － －

発行済株式総数 1,451,800 － －

総株主の議決権 － 14,513 －

　（注）「単元未満株式」の「株式数」の欄には、当社所有の自己株式10株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　（注）当社所有の自己株式10株はすべて単元未満株式であるため、上記には含めておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社岐阜造園(E32682)

四半期報告書

 5/15



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年10月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成28年９月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,252,659 1,765,065

受取手形・完成工事未収入金 458,256 477,905

未成工事支出金 77,361 82,587

販売用不動産 115,648 44,992

繰延税金資産 19,948 10,994

未収還付法人税等 － 13,560

その他 118,737 37,851

貸倒引当金 △1,517 △1,925

流動資産合計 2,041,095 2,431,032

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 136,487 128,714

土地 482,585 482,585

その他（純額） 7,712 16,892

有形固定資産合計 626,785 628,191

無形固定資産 1,857 7,891

投資その他の資産   

投資有価証券 70,075 146,474

繰延税金資産 － 6,785

保険積立金 68,919 38,984

その他 87,799 142,522

貸倒引当金 △10,839 △10,839

投資その他の資産合計 215,955 323,928

固定資産合計 844,599 960,012

資産合計 2,885,694 3,391,045

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 310,999 324,086

短期借入金 200,000 200,000

1年内返済予定の長期借入金 40,080 40,080

未払法人税等 78,082 21,860

未成工事受入金 108,698 92,147

賞与引当金 27,692 6,270

完成工事補償引当金 8,854 11,239

その他 99,417 145,742

流動負債合計 873,824 841,426

固定負債   

長期借入金 134,800 104,740

繰延税金負債 9,472 3,485

役員退職慰労引当金 125,715 129,705

退職給付に係る負債 24,868 25,051

その他 160 4,645

固定負債合計 295,016 267,627

負債合計 1,168,841 1,109,053
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成28年９月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

純資産の部   

株主資本   

資本金 61,100 292,167

資本剰余金 2,398 233,465

利益剰余金 1,640,932 1,746,844

自己株式 － △10

株主資本合計 1,704,431 2,272,466

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12,421 9,525

その他の包括利益累計額合計 12,421 9,525

純資産合計 1,716,853 2,281,991

負債純資産合計 2,885,694 3,391,045
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年６月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 3,172,890 2,889,220

売上原価 2,344,833 2,147,768

売上総利益 828,056 741,451

販売費及び一般管理費 505,527 561,169

営業利益 322,528 180,282

営業外収益   

受取配当金 1,428 2,150

受取地代家賃 8,511 3,657

保険返戻金 － 33,562

その他 3,243 4,029

営業外収益合計 13,183 43,399

営業外費用   

支払利息 1,308 1,807

株式交付費 － 2,098

株式公開費用 － 9,119

不動産賃貸費用 5,450 2,728

その他 529 293

営業外費用合計 7,288 16,047

経常利益 328,424 207,634

特別損失   

減損損失 － 3,116

特別損失合計 － 3,116

税金等調整前四半期純利益 328,424 204,518

法人税、住民税及び事業税 95,985 70,967

法人税等調整額 21,209 △2,810

法人税等合計 117,194 68,156

四半期純利益 211,229 136,361

親会社株主に帰属する四半期純利益 211,229 136,361
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年６月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 211,229 136,361

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △15,447 △2,896

その他の包括利益合計 △15,447 △2,896

四半期包括利益 195,782 133,465

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 195,782 133,465
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【注記事項】

（追加情報）

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年10月１日
至 平成28年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年10月１日
至 平成29年６月30日）

減価償却費 10,754千円 12,284千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年10月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年12月23日

定時株主総会
普通株式 30,450 300 平成27年９月30日 平成27年12月24日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期　

間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成29年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年12月22日

定時株主総会
普通株式 30,450 30 平成28年９月30日 平成28年12月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期　

間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成28年11月１日付けで名古屋証券取引所市場第二部に上場いたしました。当社は上場にあた

り、平成28年10月31日を払込期日とする公募増資により、発行済株式数が400,000株、資本金及び資本剰余

金がそれぞれ211,600千円増加しております。

　また、平成28年11月30日を払込期日とする東海東京証券株式会社が行うオーバーアロットメントによる当

社株式の売出し（貸株人から借入れる当社株式の売出し）に関連して、同社を割当先とする第三者割当増資

により、発行済株式数が36,800株、資本金及び資本剰余金がそれぞれ19,467千円増加しております。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末において、資本金が292,167千円、資本剰余金が233,465千円と

なっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、造園緑化事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年10月１日
至　平成28年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年10月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 208円11銭 97円42銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 211,229 136,361

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
211,229 136,361

普通株式の期中平均株式数（株） 1,015,000 1,399,750

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成28年５月31日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しておりま

す。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成29年８月９日

株式会社岐阜造園  

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 渋谷　英司　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 今泉　　誠　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社岐阜造

園の平成28年10月１日から平成29年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年10月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社岐阜造園及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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